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年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認静岡地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 2 件

厚生年金関係 2 件



静岡厚生年金 事案 2355 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ事業所Ｂ工場における資格喪失日に

係る記録を昭和 55 年２月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 26 万円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年１月 31日から同年２月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入期間について照会を行ったところ、申立

期間について加入記録が確認できないとの回答を得た。 

同一企業内での転勤であり、継続して勤務していたので、申立期間を厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所の回答及び雇用保険の加入記録から判断すると、申立人は同事業所

に継続して勤務し（昭和 55 年２月１日にＡ事業所Ｂ工場から同事業所Ｃ工場

に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ事業所Ｂ工場におけ

る昭和 54 年 12 月の社会保険事務所（当時）の記録から、26 万円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 55 年２月１日と届け出た

にもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年１月 31 日と誤って記録するこ

とは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る同年１月の保険料について納入の告知を行って

おらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべ

き保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申

立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



静岡厚生年金 事案 2356 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ事業所における申立期間の標準賞与額に

係る記録を 97万 5,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

   住 所 ：  

 

 

 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年７月 25日 

申立期間について、Ａ事業所から賞与が支給され、厚生年金保険料が控除

されていたが、国の記録では、当該賞与に係る保険料納付の記録が無いため

標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した平成 17 年７月分給与明細書の写し及び銀行口座の取引明

細表により、申立人は、申立期間において、Ａ事業所から賞与の支払いを受け、

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行

われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞

与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞

与額のいずれか低い方の額を認定し、記録訂正の要否を判断することとなる。 

したがって、申立期間における申立人に係る標準賞与額については、申立人

が提出した平成 17 年７月分給与明細書の写しにおいて確認できる厚生年金保

険料控除額から、97万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ａ事業所は既に廃業している上、当時の事業主とは連絡が取れず、破産

管財人弁護士は不明と回答しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

  



  

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこ

とから、行ったとは認められない。 

 
 

 
 



  

静岡厚生年金 事案 2357 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成２年 11月１日から同年同月 15日頃まで 

（Ａ事業所） 

             ② 平成 11年６月 11日から同年 11月 30日まで 

（Ｂ事業所） 

             ③ 平成 17年３月１日から同年同月 31日まで 

（Ｃ事業所） 

年金事務所に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申立期間に

ついて厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得た。 

申立期間①についてＡ事業所、申立期間②についてＢ事業所、申立期間③に

ついてＣ事業所において勤務していたので、申立期間①から③までの各期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人が提出した給与支払明細から、申立人がＡ事業所

に勤務していたことが確認できる。 

しかし、上述の給与支払明細において、給与から厚生年金保険料が控除されて

いないことが確認できる。 

また、Ａ事業所の元代表取締役は、「１か月以上勤務しないと、給与から保険

料を控除しないことになっていたので、２週間程度勤務して退職した申立人の給

与から、保険料を控除することはない。」と回答している。 

さらに、オンライン記録によると、申立期間①において、申立人は国民年金に

加入し、国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

加えて、Ｄ市の回答から，申立期間①において、申立人は国民健康保険の被保

険者となっていることが確認できる。 



  

申立期間②について、申立人が提出した預金通帳及び給与明細書により、申立

人がＢ事業所に勤務していたことが確認できる。 

しかし、上述の給与明細書及び平成 11 年分源泉徴収票において、給与から厚

生年金保険料が控除されていないことが確認できる。 

また、Ｂ事業所の元社会保険事務担当者は、「健康保険、厚生年金保険及び雇

用保険の加入手続は、同時に行っていた。」と回答しているところ、申立期間②

について、申立人の雇用保険の被保険者記録は確認できない。 

さらに、オンライン記録によると、申立期間②において、申立人は国民年金に

加入し、国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

加えて、Ｄ市の回答から，申立期間②において、申立人は国民健康保険の被保

険者となっていることが確認できる。 

申立期間③について、雇用保険の加入記録及びＣ事業所が提出した賃金等支払

明細票から、申立人が当該事業所に勤務していたことが確認できる。 

しかし、上述の賃金等支払明細票において、給与から厚生年金保険料が控除さ

れていないことが確認できる。 

また、Ｃ事業所は、「申立人は、勤務期間が１か月の臨時雇用で、厚生年金保

険の加入要件を満たさないため、届出は行わず、保険料の控除はしていない。」

と回答している。 

さらに、オンライン記録によると、申立期間③において、申立人は国民年金に

加入し、国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

加えて、Ｄ市の回答から，申立期間③において、申立人は国民健康保険の被保

険者となっていることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①から③までにおける厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 2358（事案 1034の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年２月 17日から同年７月１日まで 

申立期間について、Ａ事業所の厚生年金保険被保険者であったことを認めて

ほしいとして申立てを行い、記録訂正を認めることはできないとの通知を受け

た。 

しかし、入社当初から厚生年金保険に加入する雇用契約を締結したので、申

立期間についても厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、当時の上司の証言及びＡ事業所（現在は、

Ｂ事業所）の雇用に関する記録から、申立人がＡ事業所に勤務していたことは確

認できるが、ⅰ）Ｂ事業所が提出した「非常勤の職員賃金支給台帳」によれば、

申立人の申立期間に係る賃金からは厚生年金保険料が控除されていないこと、

ⅱ）Ｃ市に照会したところ、申立人は、申立期間について、国民健康保険被保険

者資格を有しているとの回答を得たこと、ⅲ）オンライン記録によると、申立人

は、平成 17 年 10 月１日に国民年金の被保険者資格を取得しており、同年同月か

ら 18 年６月までの期間について、国民年金保険料が納付されていることが確認

できることから、既に当委員会の決定に基づく平成 22 年５月 28 日付けで年金記

録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、「入社当初から厚生年金保険に加入する雇用契約を締結し

た。」と主張して、再申立てを行っている。 

しかし、申立人は当該雇用契約書を所持していない上、Ｂ事業所が提出した採

用通知書及び勤務条件通知書からは、申立人の給与から厚生年金保険料が控除さ

れていたことをうかがわせる記載は見当たらず、そのほかに委員会の当初の決定

を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険

者として、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたも

のと認めることはできない。 


